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空港は災害時の救急・救命活動や緊急物資輸送を支える重要なインフラであり，被災後は迅

速な施設点検が求められる．一方で，従来の地上目視点検には二次災害における被災リスクや

作業負担等の課題がある．本報告では，災害時の空港土木施設点検にドローンを活用すること

を目的として，ドローンを活用した緊急点検における飛行条件の検討，現地立入りを最小限に

抑えた安全かつ効率的な飛行方法の検証・確立，上記を踏まえた飛行方法，点検方法，事前調

整・申請手順等を明示したマニュアルの作成について報告する． 
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１．はじめに 

 

 空港は災害時の救急・救命活動や緊急物資輸送を

支える重要なインフラであり，被災後には滑走路，

誘導路およびエプロン等の損傷状況を迅速に把握

し，運用再開の可否を判断する必要がある．しか

し，従来の地上目視による緊急点検では，二次災害

における被災リスクや広大な施設を対象とすること

による作業負担，属人化等の課題がある．また,空

港管理者の被災による点検人員不足も想定される． 

 これらの課題に対し，ドローンを活用した点検は

広域状況を短時間かつ安全に把握できる技術として

期待されている． 

 本報告では，災害時の空港土木施設点検にドロー

ンを活用することを目的として，航空局発注業務に

より実施した以下の検討について報告する． 

 ドローンを活用した緊急点検における飛行条件

の検討 

 現地立入りを最小限に抑えた安全かつ効率的な

飛行方法の検証・確立 

 上記を踏まえた飛行方法，点検方法，事前調

整・申請手順等を明示したマニュアルの作成 

 

２．空港制限区域における緊急点検 

 
(1) 空港土木施設の特徴 

 空港土木施設とは，滑走路，誘導路，エプロン，

着陸帯，護岸，場周柵等があり，以下の特徴を持

つ． 

 滑走路，誘導路，エプロンは，空港によっては

大型の航空機が就航し，特に滑走路では高速で

離着陸する特殊性があることから，走行安全性

を維持する必要がある． 

 空港は平常時の航空旅客・貨物の輸送に加え，

被災時には緊急物資輸送に利用されるため，地

震等による被災時には速やかに運用可否の判断

や必要な補修等を実施する必要がある． 

 

(2) 空港土木施設の緊急点検の特徴 

空港土木施設の緊急点検は以下の特徴を持つ． 

 空港管理者が地震等による自然災害，航空機事

故等による人的災害の発生に伴う施設の被害状

況の把握，異常の有無及び供用可否について速

やかに確認することを目的 1)とする． 

 空港全体の施設の異常を俯瞰的に確認し，被災

状況を迅速に把握することを目的とした 1 次点

検と，1 次点検を踏まえて，施設の異常があると

推定される範囲を詳細に確認することを目的と

した 2 次点検がある． 

 従来の点検方法では，1次点検，2 次点検共に車

両で滑走路，誘導路，エプロン等を走行し，地

上からの目視観察によって実施されている． 

 

３．緊急点検へのドローン活用の技術的課題 

 
緊急点検は，被災状況を迅速に把握し，施設の供

用可否を判断することを目的とするため，広範囲を

安全かつ短時間で把握できるドローンの活用が期待

されている．一方で，以下のドローン点検実施上の



 

 

技術的課題があり，緊急点検への活用に至っていな

かった． 

 空港舗装の損傷を把握可能な飛行高度，取得

データ形式（動画，静止画等），日照条件，飛

行速度等の飛行条件が不明確である． 

 ドローンを活用した空港土木施設の緊急点検に

関する先行事例や類似事例が無く，点検に当

たって安全かつ効率的にドローンを飛行させる

方法や留意点が確立されていない． 

 空港周辺空域でのドローン飛行には，各種許

可・承認や空港管理者，航空管制機関との調整

が必要となるが，災害時を想定した具体的な調

整・申請手順は十分に整理されていない． 
 

４．ドローンを活用した緊急点検における飛行

条件の検討 
 

(1) 1 次点検・2次点検における飛行条件の検討 

1 次点検において迅速かつ俯瞰的に異常確認を行

うため，対象範囲全体を 1～2フライト程度で撮影

可能な撮影アングルおよび飛行高度を試算した．試

算した結果，滑走路上空から空港用地外縁まで観測

可能な条件として，撮影アングルは斜め 30度，飛

行高度は 100m とした． 

2 次点検において詳細に損傷を検知するために

は，損傷等を把握できる地上解像度を確保する必要

がある．地上解像度は，画像形式（動画，静止画）

や飛行高度に依存する．なお，画像形式には，動

画，静止画およびドローンで撮影した多数の静止画

の歪みを補正して合成処理し，地図と同じように正

しい位置・大きさで表示できるオルソ画像がある． 

高画素な画像ほど，地上解像度が小さくなり，損

傷に割り当てられる画素数が増え，検知しやすくな

る．一方で，飛行高度が高いほど，地上解像度が大

きくなり，検知が困難となる． 

また，必要な地上解像度を満たす画像を取得する

ためには，日照条件（太陽高度や日射の有無）や飛

行速度に起因する機体のブレを考慮する必要があ

る．  

損傷を検知するための要件を図-1に整理した． 

 

 
図-1損傷を検知するための要件 

 

(2) 対象とする空港舗装の損傷 

 緊急点検において確認対象となる舗装損傷には，

段差や陥没，ひび割れ等がある．段差や陥没は，ひ

び割れに伴い発生するため，対象とする損傷は「ひ

び割れ」とした． 

(3) 地上解像度を満たす飛行高度の検討 

a) 既存の基準に基づいた飛行高度の検討 

何がどれだけ見えるかの指標である識別レベルを

示す基準として，可視光カメラ等の解像度検討にも

一般的に利用されている「ジョンソン基準」を用い

て，識別レベル（検知）における飛行高度を検討し

た．識別レベルと飛行高度の関係例を表-1 に示

す． 

識別レベルは，物体の存在の有無を把握可能な

「検知」とし，検知可能な寸法が小さい静止画ほど

識別性能が高い．飛行高度は，カメラのセンサーサ

イズ，焦点距離，画素数等により試算した． 

 
表-1 識別レベル（検知）と飛行高度の関係例 

飛行高度 

静止画 

（2000 万画

素） 

4K 動画 

（830 万画素） 撮影範囲 

10m 0.5cm 0.7cm 13m×9m 

20m 0.9cm 1.3cm 26m×17m 

30m 1.4cm 2.0cm 39m×26m 

※ 想定した搭載カメラ仕様…センサーサイズ：36mm×24mm，

焦点距離：28mm 

 

b) 試験飛行に基づいた飛行高度の検討 
 飛行条件を明確にするため，試験用道路において

試験飛行を実施し，飛行高度の検討を実施した． 

試験飛行は以下の条件で実施した． 

 対象とする損傷：舗装ひび割れ（10mm） 

 画像形式：4K 動画キャプチャ画像 

 飛行高度：20m,28m（自動飛行可能な最低高度は

20m） 

 飛行速度：3.5m/s 

試験飛行は以下の理由より，「日本大学理工学部

船橋キャンパス」の試験用道路で実施した． 

 実際の滑走路では損傷は日々補修され，損傷の

確認は困難である． 

 実際の滑走路では，夜間等の空港運用時間外で

の飛行となるが，試験用道路は日中に飛行可能

であり，十分な飛行時間を確保できる． 

 試験用道路は滑走路と同じアスファルト舗装で

あり，同様の舗装表面テクスチャを有する． 

検知可否は，取得した動画をキャプチャし，モ

ニターで損傷が検知可能か目視により判定した．

損傷がぼやけない場合は検知可と判定した． 

確認の結果，飛行高度 20mで幅 10mm のクラック

を検知可能であることを確認した． 

 

   
図-2 試験用道路の損傷のドローン取得画像の例（左）

と近接目視画像の例（右）（ひび割れ幅 10mm） 

 

検知可 



 

 

(4) ブレを考慮した飛行条件の検討 

a) 画像のブレに影響する飛行条件の検討 

画像のブレは，シャッター開放中の機体移動によ

り生じるため，照度不足によりシャッター速度が遅

くなり，飛行速度が大きいほどブレが大きい． 

飛行速度・日照条件が画像のブレに与える影響を

明確にするため，前節(3)と同一の試験用道路にお

いて試験飛行を実施し，飛行速度・日照条件の関係

を検討した． 

b) 試験飛行に基づいた飛行速度・日照条件の関係

の検討 

試験飛行は以下の条件で実施した． 

 飛行速度：3.5m/s～5.0m/s 

 日照条件：昼間（日射あり/日射なし），夕方（日

射あり）の 3ケース 

飛行速度は，3000m の滑走路を往復飛行させた場

合に 30 分の時間を要する速度 3.5m/sを基準に，

0.5m/s刻みで増加させた． 

上記条件を基に，前節(3)と同一の方法でケース

ごとに検知可否を判定した． 

検討の結果，3 ケースの照度に対してブレが生じ

ない飛行速度を確認した． 
 

(5) オルソ画像化による点検方法の検討 

a) 試験飛行に基づいた飛行高度の検討 

ドローンで取得した静止画をソフトウェアを用い

てオルソ画像化させ，前々節(3)と同一の方法で検

知可否判定を実施し，オルソ画像に歪みやノイズ等

が発生していないか確認した． 

検討の結果，オルソ画像は静止画であることか

ら，4K動画キャプチャよりも損傷等が鮮明に撮影

されることを確認した． 

b) 検討結果を踏まえた点検方法の検討 

本検討では，延長約 300mの試験用道路のオルソ

画像化に約 2時間を要した．2次点検は 1 次点検で

推定した損傷箇所を点検するため，滑走路における

2 次点検でも同様に 2時間程度でオルソ画像化が可

能と考えられる． 

検討結果として，オルソ画像は動画や静止画と同

様に取得データ形式の一つとして活用でき，緊急点

検への適用可能性を有することを確認した． 

 

(6) 検討結果を踏まえた推奨飛行条件の検討 

1 次点検・2次点検における推奨飛行高度の例を

表-2 に示す．1次点検は迅速な状況把握のため動

画，2 次点検は詳細確認のため静止画が適する． 

 
表-2 1次点検・2次点検における推奨飛行高度の例 

点検 画像形式 飛行高度[m] 撮影アングル 

1 次点検 動画 100m 斜め 30 度 

2 次点検 静止画 30m 真下 

※ 飛行速度：1 次点検 10.0m/s程度，2 次点検 4.0m/s 程度 

※ 2 次点検では，ひび割れ幅 10mm の検知を考慮 

 

また，本検討より把握した照度条件に対する推奨

飛行速度の例を表-3に示す． 

表-3 照度条件に対する推奨飛行速度の例 

（ひび割れ幅 10mmの検知性を考慮） 

照度

[lux] 
推奨飛行速度[m/s] 備考（天候・時間帯の目安） 

35,000 4.0m/s 晴天午後 3 時頃の照度 

2,000 3.5m/s 曇天日出 1 時間後の照度 

300 3.0m/s 日出入時の照度 

 

５．安全かつ効率的な飛行方法の検討 
 

(1) 安全性と効率性に係る着目点 

 緊急点検における安全性と効率性に着目した．安

全性の観点では，津波，地震・余震等の二次災害に

おける被災リスクの低減が，効率性の観点では，点

検作業の省力化が必要である．これらを実現するた

めには，現地立入りを最小限に抑えることが有効で

あるため，現地立入りを最小限に抑えた飛行方法に

ついて検討を行った． 

 

 
図-3 安全で効率的な飛行方法を満たすための要件 

 

(2) 現地立入りを最小限に抑えた飛行方法の検討

（通常の操縦） 

a) 立入り範囲と通信可能距離の関係の整理 

 現地立入りを最小限に抑えた飛行方法として，空

港庁舎から操縦を行うことを想定した．このとき，

立入り範囲は操縦者とドローン間の実通信可能距離

に依存する． 

b) 通信可能距離の検証 

実通信可能距離を明確にするため，通信可能距離

の検証を実施した．本検証で使用した機体では，操

縦が機能する通信可能距離は 1000m程度であること

を確認した． 

c) 飛行方法の検討 

本検証結果より，プロポ（操縦器）とドローンを

直接通信する通常の操縦方法では，滑走路中央まで

の立入りが必要となることを確認し，点検時の飛行

ルートを設定した．飛行方法例を図-5に示す． 

 

(3) 現地立入りを最小限に抑えた飛行方法の検討

（遠隔操縦） 

近年，多くの空港が LTE 通信エリアマップに含ま

れるため，LTE 通信を活用した遠隔操縦（図-4）に

着目し，空港庁舎から遠隔操縦で点検する飛行方法

を検討した． 

a) 遠隔操縦方法の検討 

 ドローンで使用される無線通信システムには，

LTE通信システムや衛星通信等があるが，伝送速度

が高く，画像・データ伝送が可能，免許が不要，国



 

 

産ドローンが対応する LTE通信を遠隔操縦に用い

る． 

b) 遠隔操縦による現地立入りを最小限に抑えた飛

行方法の検証 

LTE通信を利用し，空港庁舎屋上から遠隔操縦に

より滑走路を点検し，録画したプロポ（操縦器）に

表示される機体の映像から，映像の乱れや遅延等の

発生状況を確認した． 

検証の結果，映像には乱れや遅延は確認されず，

安定した映像伝送が可能であることを確認した． 

c) 飛行方法の検討 

本検証結果より，遠隔操縦の適用性，有効性を確

認し，点検時の飛行ルートを設定した．飛行方法例

を図-6，図-7 に示す． 

 

(4) 安全で効率的な飛行方法の確立による効果 

安全で効率的な飛行方法を確立することで，従来

の 1 次点検に比べて，安全性・効率性の向上および

脱属人化が期待できる．従来手法とドローンを用い

た 1 次点検の比較を表-4に示す． 

 
表-4 従来手法とドローンを用いた 1次点検の比較 

項目 
従来の 

点検方法 

ドローン 

（通常の操縦） 

ドローン 

（遠隔操縦） 

安全性 

△ 

担当者は長時間

かつ広範囲に立

入りが必要 

〇 

担当者は一部範囲

に立入りが必要 

◎ 

担当者は現場に立

入らない 

効率性 

△ 

滑走路の複数回

の往復が必要 

〇 

全長 3000m の滑走

路であれば 2 回の

飛行で点検可能 

◎ 

全長 3000m の滑走

路であれば 1 回の

飛行で点検可能 

属人性 

△ 

観測範囲・検

出・評価がすべ

て担当者に依存 

〇 

検出・評価を複数

人で可能 

〇 

検出・評価を複数

人で可能 

６．ドローン活用マニュアルの作成 

 
各種検討結果を踏まえた飛行方法，点検方法，事

前調整・申請手順等を整理し，「空港土木施設点検

ドローン活用マニュアル」を作成した． 

被災時の空港土木施設の緊急点検は，基本的に空

港管理者が実施するため，本マニュアルでは，飛行

計画例の記載やフローや概念図を用いて，空港管理

者が参照して実践しやすい内容とした．本マニュア

ルは，令和 8年 4 月に策定され，ドローンを活用し

た緊急点検体制の構築に向けた取り組みが進められ

ている． 

 

７．終わりに 

 
本稿では以下の検討内容やその成果を報告した． 

 ドローンを活用した緊急点検における飛行条

件，現地立入りを最小限に抑えた飛行方法を検

討した．その結果，空港土木施設の緊急点検に

求められる飛行条件を確認し，安全かつ効率的

な飛行方法，点検方法を確立した． 

 飛行方法，点検方法，事前調整・申請手順等を

明示し，空港管理者が緊急点検の実務で活用可

能な「空港土木施設点検ドローン活用マニュア

ル」を作成した． 

今後は，本業務で得られた知見を基に，実災害を

想定した運用訓練や国内の各空港への展開を進める

とともに，人材不足への対応や災害時の迅速な被害

把握に資する点検手法として発展させることで，空

港土木施設のレジリエンス向上に貢献したい．  
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図-4 遠隔操縦のイメージ 

 

 
図-5 通常の操縦方法の場合の飛行例（1次点検） 

 
図-7 遠隔操縦の場合の飛行例

（2次点検） 

 

 

 
図-6 遠隔操縦の場合の飛行例（1次点検） 
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